



























































法的根拠としては，ヨーロッパ人権条約（the European Convention on Human Rights），及び，同条約
を国内法化した1998年人権法（the Human Rights Act 1998）が存在する。さらに，特に，判断能力
の点で障害を有する人々の権利の保障については，身体的障害を有する場合と同様，現在では，国














(1) Lush, D.（2011）“Article 12 of the United Nations Convention on the Rights of Persons with Disabilities”Elder Law








































(7) この点に関連して，あらゆる人々に対して，「選択を行う権利（the rights of every citizen to exercise choice）」と
「支援を受ける権利（to receive assistance）」を保障すべく，2005年意思決定能力法の射程範囲は，司法の領域に
とどまらず広く医療や社会福祉領域にも及ぶべきと考え，関係諸機関，地方自治体，各種NPO団体，権利擁護団























































（2005年法４条１項 & Code of Practice, paras.５. 16-5. 17）。第２要素として，当該問題に関係する
と合理的に考えられる事情については，全て考慮した上で判断しなければならない」（2005年法４
条２項 & Code of Practice, paras.５. 18-5. 20）。第３要素として，「本人が意思決定能力を回復する
可能性を考慮しなければならない」（2005年法４条３項 & Code of Practice, paras.５. 25-5. 28）。第
４要素として，「本人が自ら意思決定に参加し主体的に関与できるような環境を，できる限り整え
なければならない」（2005年法４条４項 & Code of Practice, paras.５. 21-5. 24）。第５要素として，
「尊厳死の希望を明確に文書で記した者に対して医療処置を施してはならない。他方，そうした文
書がない場合，本人に死をもたらしたいとの動機に動かされて判断してはならない。安楽死や自殺
幇助は，認められない」（2005年法４条５項 & Code of Practice, paras.５. 29-5. 36）。第６要素とし
て，「本人の過去および現在の意向，心情，信念や価値観を考慮しなければならない」（2005年法
４条６項 & Code of Practice, paras.５. 37-5. 48）。第７要素として，「本人が相談者として指名した
者，家族・友人などの身近な介護者，法定後見人，任意後見人等の見解を考慮に入れて，判断しな












of factors which must be considered）を例示的に列挙したものとなっている。全体を通して見えてく
































(11) Law Commission, Mental Incapacity（Law Com No 231）（HMSO 1995））；Lord Chancellor’s Department, Who
decides? Making decisions on behalf of mentally incapacitated adults（HMSO, 1997）（Cm 3803））；Law Chancellor’s
Department, Making decisions：the Government’s proposals for making decisions on behalf of mentally incapacitated
adults（TSO, 1999）（Cm 4465））；Draft Mental Incapacity Bill（House of Commons 2004）参照。
(12) 行動指針などが用意されていないために，任務遂行にあたって日本の成年後見人が抱える問題について，






















いる（Section 5 of the Mental Capacity Act 2005, Code of Practice, para 5. 2）。詳しくは後述する。
２「意思決定支援」を保障するための国家体制――司法と行政の連携












































(15) “Court of Protection cost me 50,000”（2010年７月27日「ＢＢＣニュース（ウェブ版）」）参照。
(16) さらに，2011年10月３日には，the Courts Funds Office Rules 2011が施行され，財務省下の金融部門







































(19) Judiciary of England and Wales, Court of Protection：2009 Report（2010）による。
(20) 2010年度の統計については，Lush, D.,“Property and Affairs Jurisdiction：Overview”（JSB：Court of Protection
Seminar, 4 March 2011（BERR Conference Centre，英国・ロンドン）におけるペーパー）による。
(21) 2007年10月１日から2010年９月30日までの３年間で，後見庁に寄せられた法定後見人及び任意後見人に関
する通報は計2,559件であり，そのうち1,195件が第一段階審査後，より詳細な調査を受けている（the Ministry











































(24) 2007年10月から2010年９月までの３年間で，任意後見人の解任は38件であった（Memorandum, section 72）。
任意後見人の解任についての裁判所の方針については，Re J（Court of Protection, 6 December 2010）（公式判例
集未登載）がある。
(25) Office of Public Guardian, Business Plan 2010-2011（2010）．
(26) たとえば，判断能力の不十分な人々の虐待防止に協力して取り組むため，Office of Public Guardian, Office of
the Public Guardian and Local Authorities：A protocol for working together to safeguard vulnerable adults（2008）な
どが刊行されている。


















(27) この点に関連して，G v E and Manchester City Council and F［2010］EWHC 2512（COP）（Fam）判決は，身
上監護に関して法定後見人を選任することは例外的とする裁判所の方針を明示したものとして注目に値する。同
様に，Re London Borough of Havering v LD and KD［2010］（公刊物未登載）においても，ターナー判事（His
Honour Judge Turner QC, 25 June 2010）は，身上監護法定後見人を任命することはかなり稀である（only rela-






















































































る。保健省（the Department of Health）の下にあり，各地方自治体と連携している。
能力法で要求されている手続（特に，第５条）が常に厳格に実施されるよう，さらに目を光らせて
いく必要があろう。また，この点に関連して，2008年の「ヘルスケア・ソーシャルケアに関する
法律（the Health and Social Care Act 2008）」は，2005年意思決定能力法体制を医療や介護の現場に
着実に根づかせることに注意を払っている。2010年４月以降，あらゆるケア提供機関（32）は，ケ





























とするもので，全体の82.7％を占めている（Mental Capacity Act 2005 Deprivation of Liberty Safeguards（MCA
DOLS）monitoring Omnibus collection）。
(37) IMCAサービスのさらなる活性化を後見庁に進言する報告書として，Public Guardian Board（2010）Annual
Report 2010, at 15がある。参考までに，2009年度は，全体として，9,173件のIMCAサービスの利用があった
（前年度より39.4％の増加）。その内，住居に関するものが4,087件，ケア・レヴューに関するものが617件，重
大な治療行為に関するものが1,316件，虐待に関連するものが1,326件，そして，2007年の精神保健法改正を受
けて2009月４月１日に施行された「自由の制限に関するセーフガード（Deprivation of Liberty Safeguards：DOLS）」
に関連するものが1,214件となっている（Department of Health（2010）The Third Year of the Independent Mental
Capacity Advocacy（IMCA）Service 2009/2010）。IMCA利用に関する個々のデータ（各IMCAサービス・プロヴ








とによって初めてサービス提供を行うことが法的に認められる（36）（Code of Practice, paras 10. 40-
10. 58）。さらに，ケアプランの見直しがなされる場合や，虐待が疑われる場合にも，IMCAは関



































Payments）Regulation）33条に規定があり，労働・年金省（the Department for Work and Pensions
（DWP））の管轄下にある（41）。この制度の利用により，社会保障給付金以外に特段管理すべき財産





















充する，規定報酬に関する指示書（Practice Direction B―Fixed Costs in the Court of Protection）が用意されている。






















































































2011年５月には最終報告書（Adult Social Care, Law Com No 326（Law Commission 2011））が提出
された。報告書の勧告を受けて，2012年内には新法の骨子が固まる見通しであるが，新法では，
2005年意思決定能力法の基本理念をふまえ，特に，キー概念となる「福祉（well-being）」を追求
するにあたって，2005年意思決定能力法の基本５原則を敷衍したチェックリストが提案されてい
る。
以上，16年もの歳月をかけて立法し，その後２年半をかけて施行準備を行った2005年意思決定
能力法は，施行５年目を迎え，さらなる拡がりと発展の様相を見せていると評価できよう。従来の
成年後見制度が有していた，単なる有資産者のための財産管理制度としての色合いを塗り替え，障
害を有しながら社会の中で「主体的に生活していく」ための法制度として転換しつつあるイギリス
の法体制から，わが国が示唆を得られる点は少なくないように思われる。自己決定が実質的に保障
されている社会とは，単に人々に，独力で，短期間のうちに，確信をもって決定を下すことを要求
する（その反面として，自己責任だけを課す）だけの社会ではないと考える。わが国が批准を検討
している国連障害者権利条約に適った法制度（53）を構築するためにも，意思決定支援や「本人らし
さ」を十二分に反映させた代行決定を，（家族間扶助やプロボノ活動への依存を離脱し）公的に給
付されるべきサービスと位置づけ，制度的に整える必要があるように思われる。
（すが・ふみえ　法政大学経済学部准教授）
［付記］本稿は，科学研究費補助金（平成22－24年度若手研究（B）課題番号22730009「現代社会における「支援
型法」の可能性と限界―自己決定を実現させる法的枠組みの構築」（研究代表者 菅富美枝））及び（平成22-24年
度基盤研究（A）課題番号22243005A「自律論・差別論・正義論を基盤とした障害者法学の構築」（研究代表者
菊池馨実））に基づく研究成果の一部である。
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